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1 ６次産業化の目指すところ（目標）
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◆ 所得の向上

⇓⇑

◆ 売上げ・収入の向上

◆ 費用・コストの削減

♦新商品の開発
♦新たな販路の開拓

♦新たな取組に伴うコ
ストの抑制

⇑
⇑
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2 旧来の農林水産物の流通モデル
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原料農林水産物

第３次産業者

商品

商品

商品
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３ ６次産業化の理念型
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一次生産部門

加工部門

販売部門

農林漁業経営体

最終
消費者商品

他産業からの参入 異分野の技術・ノウハウ
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4 農林漁業の６次産業化とは

4

○意義

「一次産業としての農林漁業と、二次産業としての製造業、三次

産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図

り、地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す」取組

→ 農林漁業者（農山漁村）の地域資源を活かした「起業」の側面も
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○ 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等を促進するため、農林漁業者及びその組織する団体（これらの者が
主たる構成員又は出資者となっている法人を含む。）が主体的に行う新事業の創出等の取組に対して支援を行う法律。

○ 農林水産大臣は、農林漁業経営の改善を図るために農林漁業者等が行う総合化事業について、計画の認定を行い、各種法
律の特例の対象とすることにより支援。

○ このほか、補助金や農林漁業成長産業化ファンドによる出資等を措置し、農林漁業者等に対する６次産業化プランナーの派遣
や６次産業化ネットワーク活動交付金、農林漁業成長産業化ファンド等により、新商品開発や加工・販売施設等の整備等を支
援。

・ 総合化事業計画を策定して国の認定を受け、総合化事業を実施
・ 農林漁業者等以外の者（促進事業者）による取組を総合化事業計画に
位置付けることも可

・ 総合化事業計画を認定し、各種の支援を実施

農林漁業の経営改善に関する
認定要件

次の２つの指標の全てが満たされること

ア） 農林水産物等及び新商品の売上高
が５年間で５％以上増加すること

イ） 農林漁業及び関連事業の所得が、事
業開始時から終了時までに向上し、終
了年度は黒字となること

農林漁業者及びその組織する団体

総
合
化
事
業
計
画
の
認
定
の
申
請

総
合
化
事
業
計
画
の
認
定

農林水産大臣

支

援

○ 各種法律の特例措置
・ 農業改良資金融通法等の特例 （償還期限及び据
置期間の延長等）
・ 野菜生産出荷安定法の特例 （指定野菜のリレー
出荷による契約販売に対する交付金の交付）

等

○ 食料産業・６次産業化交付金
・ 新商品開発、販路開拓等に対する補助
・ 新たな加工・販売等へ取り組む場合に必要な施設
設備に対する補助

○ ６次産業化プランナーの派遣
・ 中央・都道府県段階に６次産業化プランナーを配置
し、６次産業化に取り組む農林漁業者等に対して新商
品の販路開拓や加工技術の習得等に関するアドバイスを
実施

○ 農林漁業成長産業化ファンド
・ 農林漁業者等が主体となって、流通・加工業者等
と連携して取り組む６次産業化の事業活動に対し、
出資等を実施

＜主な支援策＞

＜総合化事業とは、以下のいずれかに該当するもの＞
・ 自らの生産に係る農林水産物等をその不可欠な原材料として用いて行う新商品開発、生産又は需要の開拓
・ 自らの生産に係る農林水産物等について行う新たな販売の方式の導入又は販売の方式の改善
・ これらを行うために必要な生産の方式の改善

5 六次産業化・地産地消法の概要（６次産業化関係）
（法律の公布日：平成22年12月3日、施行日：平成23年３月１日）

5
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6 総合化事業計画の認定状況 （平成29年12月28日現在）

6

（１）地域別の認定件数

（２）総合化事業計画の認定件
数の多い都道府県（件数）

（３）総合化事業計画の事
業内容の割合（％）

（４）総合化事業計画の対象農林水産物の割合

※複数の農林水産物を対象としている総合化
事業計画については全てをカウント。

（参考）年度ごとの認定件数（累計）の推移
平成23年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度平成28年度

709 1,811 2,061 2,156 2,227

○ 平成23年５月の第１回認定以降、総合化事業計画の認定件数は累増し、平成29年12月28日現在で約2,300件。

北海道 133
兵庫県 106
宮崎県 95
長野県 93 
熊本県 83

加工 19.8 
直売 2.7
輸出 0.4 

レストラン 0.3 
加工・直売 68.6 

加工・直売・レストラン 6.7 
加工・直売・輸出 1.6 

地域 総合化
事業計画 うち

農畜産物関係
うち
林産物関係

うち
水産物関係

北海道 133 125 3 5
東北 354 319 12 23
関東 383 346 18 19
北陸 111 106 1 4
東海 209 187 9 13
近畿 369 337 11 21

中国四国 271 222 11 38
九州 400 331 27 42
沖縄 55 50 1 4
合計 2,285 2,023 93 169

野菜
31.4%

果樹
18.4%畜産物

12.2%

米
11.7%

水産物
5.5%

豆類
4.8%

林産物
4.2%

その他
4.0%

麦類
2.2%

茶
2.1%

そば
1.8%

花き
1.5%

野生鳥獣
0.3%
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（総合化事業計画の進捗状況） （認定事業者の売上状況）

注：平成28年度は、平成28年３月末時点で事業を開始していた事業者を対象に調査を実施。
対象業者となる2,014事業者のうち、1,875事業者（93.1%）の事業計画の進捗状況及び
売上状況を把握し集計（ただし、売上状況については、農林漁業及び関連事業以外の事業を
実施している事業者は除く）。

（平均値、百万円）

申請時 １年後 対申請時比 申請時 ２年後 対申請時比 申請時 ３年後 対申請時比 申請時 ４年後 対申請時比 申請時 ５年後 対申請時比

個　人 19 21 110% 23 28 121% 21 27 127% 21 27 130% 38 52 137%

法　人 135 151 111% 163 213 130% 151 203 134% 118 157 133% 144 201 140%

全体 94 105 111% 127 165 130% 119 159 134% 92 122 133% 114 158 139%

個　人 10 11 107% 10 12 120% 13 15 121% 11 15 139% 20 28 140%

法　人 70 61 87% 74 93 125% 60 95 159% 48 81 167% 69 113 164%

全体 49 43 88% 58 72 124% 48 75 157% 38 63 165% 56 89 160%

５年間の取組４年間の取組

経営全体

６次化
関連

１年間の取組 ２年間の取組 ３年間の取組
売上高

○ 総合化事業計画の認定事業者を対象に、毎年度、事業計画の進捗状況及び売上状況について調査を実施。
○ 認定事業者の経営状況をみると、６次産業化関連の売上高は、申請時から２年間の取組で24％、３年間で57％、４年間
で65％、５年間で60％と、１年間の取組以外はそれぞれ申請時から増加。

7 六次産業化・地産地消法の認定総合化事業計画の進捗状況
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30%:計画以上又は概ね事業計画

どおりに事業を実施中

63%:事業計画のスケジュールに比べ、遅れが

生じているものの、継続して事業を実施中

7%:計画に取り組んだものの、諸事情により現在は

事業を停止中又はまだ計画に取り組んでいない
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多彩な果実を始めとした地域の強みを活かした取組

○ 旧櫛引町の果樹・野菜等を振興するフルーツタウン構想
の実現に向け、農業者や行政等で任意団体を設立して産
直の取組を開始。平成20年に法人化。

○ 直売所では少量多品目・多品種の販売を展開。
○ 加工場やレストランも整備し、他の直売施設と差別化を

図った。
○ 来客数 47万６千人（H16）

⇒54万４千人（H28）
○ 産直会員の売上高合計 ２億7,200万円（H13）

⇒４億3,000万円（H28）

・地域の特産果物
等、多彩な品目・
品種を生産

・ジュース等の原料
はすべて新鮮な地
元農産物を使用

・地域外の消費者も
呼び込み販売。
・地元の食材を使用
した田舎料理をレス
トランで提供

生産 加工 販売

②株式会社
産直あぐり

【山形県鶴岡市】

○ 夕張市では、高齢化と担い手不足等による耕作放棄
地の解消が課題となっていた。

○ 漢方薬メーカーのツムラでは生薬の大半を輸入に頼っ
ていたため、平成21年に夕張ツムラを設立し、国産生薬
の栽培・調製加工まで一貫して実施。

○ 生薬の栽培は、夕張ツムラから委託を受けて地元農家
の組合が再生させた耕作放棄地を活用。

○ 取扱量 ０ｔ（H21）⇒700ｔ（H26）
○ 従業員 ３人（H21）⇒ 

32人（H26）うち地元採用が11人

・耕作放棄地を再生
して生薬を生産

・自社工場にて調製
加工を実施 ・自社流通

耕作放棄地の再生利用による国産生薬の生産

生産 加工 販売

新鮮な農産物が並ぶ直売所薬草の圃場【北海道夕張市】

①(株)夕張ツムラ

８ 過疎地域における６次産業化の取組事例①

8
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瀬戸内海の島の果実による手づくりジャム工房

○ 柑橘を中心とした多様な果樹が栽培されている周防大
島町で起業し、ジャム、フルーツソース等を加工・販売。

○ 地域の農業者の後継者を確保するため、一般的な加工
用の価格より高い価格で買い取りを行い、農業者の所得
向上に貢献。

○ 地域の事業者との連携や移住者の支援等を通じ、地域
活性化に取り組んでいる。

○ 売上高 6,000万円（H24）
⇒１億800万円（H28）

○ 雇用者数 22名（H24） ⇒ 29名（H28）

・加工用果実を高値
で買い取り、地域
農家の所得向上

・添加物を使用しな
い製法により、安
全・安心な商品作
り

・カフェ、直営店を島
の観光拠点として
活用

生産 加工 販売

④株式会社瀬戸内
ジャムズガーデン
【山口県周防大島町】

○ 平成11年に、農業者を中心とした地元住民の出資に
より、地産地消・地域交流の場として直売所を開設。

○ 平成20年に、農業者や商工業者等からの出資により、
地元の廃校舎を改装して、グリーンツーリズム施設「秋津
野ガルテン」を開設。

○ 秋津野ガルテンを中心に直売所、農家レストラン、農業
体験等を展開し、都市と農村の交流を図る。直売所で
は、地元特産のみかんを活用したジュース等を販売。

○ 売上高 1,050万円（H11）
⇒１億5,000万円（H28）

○ 年間交流人口 約13万人（H28）

・柑橘類の供給が途
切れないよう、ニー
ズを先取りした多
品種生産

・直売所で消費者の
反応を確かめてから
設備投資

・地域の特産品を詰
め合わせたギフト
セット等を販売

農業者を中心に直売所・グリーンツーリズムの取組

生産 加工 販売

地域の多様な果実を活かしたジャム【和歌山県田辺市】

③株式会社きてら

９ 過疎地域における６次産業化の取組事例②

直売所きてら

9
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10 ６次産業化に取り組むに当たっての課題

10

（生産段階）
・農林水産物（加工品原材料を含む）をいかに安定的確保するか

（加工段階）
・加工に関する技術・ノウハウをいかに修得するか

（販売段階）
・新たな販路をいかに開拓・確保するか

→ 農山漁村における資源の価値をいかに高め、
「起業」リスクをいかに低くするか。
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11 ６次産業化に関する今日的課題

11

生産（１次） 加工（２次） 販売（３次）
・生産性の向上
・新技術の導入
（スマート農業）
・ＧＡＰの推進

・加工技術の向上
・食品表示
・ＩＳＯ、ＨＡＣＣＰ対応
・ハラール認証
・有機食品、ＰＬ

・販路の開拓・確保
・輸出 ・ＳＮＳ
・Ｅコマースへの展開
（ＩＣＴ、ＩｏＴ）
・ＧＩ、商標、ブランディング

全てを統括できる経営能力の獲得

・経営管理能力：事業計画の策定、資金調達、コスト管理等
・人材の育成、後継者の確保、事業承継
・外部人材の登用・活用
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12 ６次産業化支援のための予算措置
① 食料産業・６次産業化交付金 【平成30年度予算概算決定額 1,678百万円の内数】

12

○ 六次産業化・地産地消法等の認定を受けた
農林漁業者等が、制度資金等の融資を活用し
て６次産業化の事業展開に必要な農林水産
物の加工・販売施設等の整備を行う場合、費用
の一部を支援。

○ 農林漁業者が新商品開発に向けた加工適性の
ある作物導入、新商品開発・製造や販路開拓等
を行う場合、必要な経費の一部を支援。

農林漁業者等による６次産業化の取組への支援施策①

新商品開発等の支援
（ソフト事業）

施設整備支援
（ハード事業）

※六次産業化・地産地消法又は農商工連携法の認定を
受けることが要件。

交付率：３／１０以内（うち中山間地（農業）に
ついては１/２以内）（融資残補助）

交付上限：１億円
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② ６次産業化サポート事業 【平成30年度予算概算決定額 753百万円の内数】

13

○ ６次産業化に取り組む農林漁業者
等に対する個別相談支援

・ 都道府県域を超えるなど広域で事業
を展開される方や、専門分野に関するア
ドバイスが必要な方に対して、「６次産
業化中央サポートセンター」 から６次産
業化プランナーを個別に派遣。

（個別相談例）
・マーケティング、ブランディング等の専門分野に
関するアドバイス。
・６次産業化の事業計画の具体化や経営へ
のアドバイス。

農林漁業者等による６次産業化の取組への支援施策②

① 相談

農
林
漁
業
者

６
次
産
業
化
プ
ラ
ン
ナ
ー

② 派遣要請

③ アドバイス

④ アドバイスの
概要報告

６
次
産
業
化
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
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13 ６次産業化プランナーの活動状況

14

○ ６次産業化プランナーの登録者数（平成29年3月31日時点）は、都道府県サポートセンター 938名、
中央サポートセンター 262名（複数の６次産業化サポートセンターに重複して登録している者を含む）。

○ 平成28年度における６次産業化プランナーの派遣状況は次のとおり。
・ 都道府県サポートセンター 8,083 件
（主な派遣理由：新商品企画、新商品の販路開拓、新商品の商品設計、申請書類等の作成、経営管理）

・ 中央サポートセンター 2,139 件
（主な派遣理由：新商品の販路開拓、新商品企画、ブランディング、新商品の商品設計、新商品企画の情報収集・分析）

プランナー登録人数 派遣件数

938名 8,083 件

＜都道府県サポートセンター＞ ＜中央サポートセンター＞

プランナー登録人数 派遣件数

262 名 2,139件

派遣理由上位10項目 派遣理由上位1０項目

55%

28%
25%

21%

13% 12%
9% 9% 7% 6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%26%
25%

22%

15% 14% 14% 13% 12%
11% 10%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%
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○ 農林漁業者が主体となって、農林水産物等の特色を活かしつつ、新商品の開発、新た
な販売の方式の導入、新役務の開発、再生可能エネルギーの開発等を行い、国内外にお
ける新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し出資の手法により支援。

15

対象事業者

６
次
産
業
化
事
業
体
・

農
林
漁
業
を
行
う
法
人

出資

経営支援
出資

パートナー企業

出資

技術、販路
ノウハウ

農林漁業者

出資

農林水
産物等

直接出資

サブファンド

（株）
農林漁業

成長産業化
支援機構

(A-FIVE)

• ２０年間の時限組織

資本性劣後ローン

間接出資

14 株式会社農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）による支援
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○ 農林水産業は、他産業と比較して借入依存度が高く（農林水産業66.4％、全産業33.6％）、自己資本比率が低い
（農林水産業11.9％、全産業37.6％）。※財務省「法人企業統計」（平成25年度調査）

○ このため、６次産業化に取り組む農林漁業者への支援策として、出資により資本強化を図る政策手法が有効。

• パートナーやファンドの出資が活かされること
で、自己資金の10倍程度の規模の事
業も考えられる

（※）資本性劣後ローンとは、金融機関が財務状況を判断するに当たって、負債ではなく、資本とみなすことができる借入金。

補助金 融資 出資（本ファンド）

金融機関等
からの融資

自己資金
補助金資

金
調
達 自己資金

融資資
金

調
達

資
金
調
達

自己資金(農林漁業者)

ファンド出資分
自己資金(ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業者)

• 仮に補助率1/2の場合、自己資金の２
倍の規模まで事業規模を考えられる

• 事業者の信用力によるが、一般的な水準
では、自己資金の２倍～５倍の規模まで
考えられる

①
①
②

⑥

①
④

①
①

資本性劣後ローン

• 事業要件が厳格
• 担保・保証不要
• 資金使途が限定的

• 担保・保証等が課題
• 資金使途が限定的

• 事業設計の自由度が高い
• 担保・保証不要
• 財務体質を強化

自
己
資
金
と
事
業
資
金
の
関
係

特
徴

（※）

平均的な自己資本比率の逆数を借入限度額とみなした場合、自己資金の何倍まで資金調達できるかを検討

15 新たな支援ツールとしての「出資」

16
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16 サブファンド設立状況

三菱東京ＵＦＪ銀行(20)

青森銀行、秋田銀行、
岩手銀行、山形銀行

ＪＡグループ(100)

２．大手金融機関中心
のサブファンド

３．その他のサブファンド

エー・ピーカンパニー(10)

１．地域金融機関中心の
サブファンド

○サブファンドについては、主な金融機関等を記載
（ファンド総額の単位：億円）、（A-FIVE出資分を含む）

北洋銀行(30)

北海道銀行(30)

七十七銀行(20.2)

千葉銀行(20)

静岡銀行(5)

伊予銀行(20)

第四銀行(5)

八十二銀行(10)

愛媛銀行(20)

西京銀行(10)

西日本シティ銀行(20)

肥後銀行(10)
三井住友銀行(20)

百五銀行(5)
紀陽銀行(10)

常陽銀行(10)

広島銀行(10)

みずほ銀行(100)（注）

荘内銀行、北都銀行、
みちのく銀行、東北銀行

（20）

足利銀行(20)

宮崎銀行(10)

佐賀銀行(5)

トマト銀行(10)

中国銀行(5)

みなと銀行(10)

百十四銀行(5)

阿波銀行(10)

香川銀行､ 徳島銀行(5)四国銀行(10)

名古屋銀行(10.8)

山陰合同銀行(10)

琉球銀行(5)

滋賀銀行(5)

京都銀行(10)

東邦銀行(20)
但馬銀行(2)

福井銀行(10)

東和銀行(10)

北越銀行(5)

北日本銀行(5)

48サブファンド
総額695億円

(うちA-FIVE分347.5億円)

山梨中央銀行(5)

南都銀行(5)

十六銀行(5)

北陸銀行(2)

注 地域金融機関との連携による複数のサブファンド設立を想定する中で、100億円の支援決定を受けており、その一部としてサブファンドを組成。サブファンド数は２とカウント。

鹿児島銀行(10)

H29.4.1現在

福岡銀行(20)
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17 出資案件の地域別出資決定状況

18

H30.1.18 現在

○４７都道府県中で４０都道府県（ ）から１２３案件が組成黄色

※ｻﾌﾞﾌｧﾝﾄﾞ出資の件数には、A-FIVE直接出資案件に対するサブファンド出資分は含まない。

（注）所在地は、６次産業化事業体及び支援事業者の所在地
件数下線は支援事業者。

北海道 11 石川県 2 広島県 6
青森県 3 福井県 1 山口県 1
岩手県 5 長野県 5 香川県 2
宮城県 1 岐阜県 3 徳島県 2
秋田県 1 静岡県 1 愛媛県 4
山形県 2 愛知県 2 福岡県 7
福島県 2 三重県 1 佐賀県 1
茨城県 4 滋賀県 1 長崎県 2
群馬県 1 京都府 2 熊本県 8
栃木県 1 兵庫県 2 宮崎県 4
千葉県 7 奈良県 1 鹿児島県 4
東京都 8 和歌山県 3 沖縄県 3
神奈川県 1 島根県 2
新潟県 3 岡山県 3



農商工連携について
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○ 中小企業者と農林漁業者の経営を改善するため、中小企業者と農林漁業者が連携し、それぞれの経営資源を有効に活
用して行う事業活動を促進することを目的とする法律。

○ 農林水産大臣、経済産業大臣等は、中小企業者及び農林漁業者が共同して行う農商工等連携事業について、計画の認
定を行い、各種法律の特例の対象とすることにより支援。

○ このほか、認定事業者に対する専門家の派遣や６次産業化ネットワーク活動交付金、ふるさと名物応援事業補助金、地
域中小企業応援ファンド等により、新商品開発や加工・販売施設等の整備等を支援。

・ 両者が共同して農商工等連携事業計画を策定し、国の認定を受けて農商
工等連携事業を実施

・ 農商工等連携事業計画を認定し、各種の支援を実施

中小企業者及び農林漁業者の
経営改善に関する認定要件

次の２つの指標が５年間で５％以上増加
すること

ア） 付加価値額（営業利益、人件費及
び減価償却費の合計）

イ） 売上高（中小企業者については総売
上高、農林漁業者については認定計
画における農林水産物の売上高

中小企業者及び農林漁業者

農
商
工
等
連
携
事
業
計
画
の
認
定
の
申
請

農林水産大臣、経済産業大臣等

支

援

○ 各種法律の特例措置
・ 中小企業信用保険法の特例（中小企業者向け信
用保証（無担保保険等）の別枠設定）
・ 農業改良資金融通法等の特例（貸付対象者の中
小企業者への拡大、償還期限及び据置期間の延
長） 等

○ 食料産業・６次産業化交付金、
ふるさと名物応援事業補助金

・ 新商品開発、販路開拓等に対する補助
・ 新たな加工・販売等へ取り組む場合に必要な施設
設備に対する補助

○ 新事業創出支援事業
・ 事業計画策定から事業計画認定後の販路開拓ま
で中小企業基盤整備機構の専門家によるアドバイ
ス支援を実施

○ 地域中小企業応援ファンド
・ 中小企業基盤整備機構と都道府県等がファンド運
営管理者に貸し付け。ファンド運営管理者は、その
運用益により農商工連携の事業活動に対して助成

＜主な支援策＞

農
商
工
等
連
携
事
業
計
画
の
認
定
の
承
認

18 農商工等連携促進法の概要
（法律の公布日：平成20年５月23日、施行日：平成20年７月21日）

19
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（１）農商工等連携事業計画の認定件数（累積）の推移

（２）認定件数の多い都道府県（件数） （３）代表申請者の割合

（４）事業計画の対象農林水産物の割合

○ 農商工等連携促進法に基づく農商工等連携計画の認定件数は、平成29年12月現在で753件。
○ このうち、農林漁業者が代表申請者となっている取組は50件（6.6%）となっている。また、農林漁業者から中小企業者
への農林水産物の販売価格の状況をみると、｢上がった｣が約３割、「変わらない」が約７割となっている。

0
100
200
300
400
500
600
700
800

農畜産物関係
605

林産物関係
40

水産物関係
108

177

361
425

482
540

607
653

北海道 77
愛知県 59
岐阜県 26
静岡県 25
愛媛県 23

中小企業者
703件
（93.4%）

農林漁業者
50件
（6.6%）

（５）農林漁業者から中小企業者への農林水産物
の販売価格の状況

販売単価が
上がった
26.6%

販売単価が
下がった
6.9%

変わらない
66.5%

（注）「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律
における施策の活用状況及び効果に関する調査」（2014年３月）による。

685

（平成29年12月８日現在）

野菜

30.8%

水産物

13.7%
その他

農産物

10.8% 畜産物

12.0%

果実

10.5%

米類

7.5％

林産物

4.9%

豆類

5.0%

麦類

3.6%
雑穀1.4%732 753

19 農商工連携の取組状況

20
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20  過疎地域における農商工連携の事例

21

○ 加工食品用として安価に流通している廃用牛の肉に「ド
ライエイジング」という技術を用い、高品質なドライエイジン
グビーフに加工し、ブランド化して販売。

○ 飲食店を経営するフード社独自の切り口で、北海道外
の飲食店に向けて「北海道産ドライエイジングビーフ」の普
及を目指す。

○ 農商工等連携事業計画認定 平成28年７月
〇 売上高（農商工等連携事業計画に係る）

フード社 ０万円（Ｈ28）
⇒2,600万円（Ｈ30）

〇 従業員数
フード社 81名 ⇒ 120名

・今野農場は、繁殖
用肉牛の廃用牛を
フード社に安定供
給

・フード社の保有する
経営資源（製造ﾉ
ｳﾊｳ、設備等）を
活用し、ﾄﾞﾗｲｴｲｼﾞ
ﾝｸﾞﾋﾞｰﾌを製造

・フード社が特約店
制度により、開発
商品を卸販売

赤身肉を用いたヘルシーな北海道産
ドライエイジングビーフの開発・製造・販売事業

生産 加工 販売

㈲今野農場
【北海道樺戸郡】 【北海道岩見沢市】

農林漁業者 中小企業者

ﾌｰﾄﾞｸﾘｴｲﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾄﾞﾗｲｴｲｼﾞﾝｸﾞﾋﾞｰﾌ
熟成の様子

○ 鋸南町勝山JFは、養殖設備(生簀）及び長年の養殖
ノウハウを活かし、千葉県水産総合研究センター及び(株)
西川の指導の下、養殖技術を確立し、他産地に比べ水揚
げ時期が早い養殖銀鮭の生産を行う。

○ (株)西川は、鋸南町勝山JFに銀鮭養殖技術を提供し、
共同で生産に取り組むとともに、地域特産品等の開発及
び販路開拓を行い、養殖銀鮭のブランド化を進める。

○ 農商工等連携事業計画認定 平成25年7月
〇 売上高（農商工等連携事業計画に係る）

鋸南町勝山JF ０万円（Ｈ25）
⇒ 245万円（Ｈ29）

(株)西川 ０万円（Ｈ25）
⇒ 5,000万円（Ｈ29）

〇 雇用者数
鋸南町勝山JF 14人（Ｈ25） ⇒ 15人（Ｈ29）
(株)西川 120人（Ｈ25） ⇒140人（Ｈ29）

・養殖技術の持ち寄
りにより、千葉県初
の銀鮭養殖技術を
確立

・漁港近隣の加工会
社と連携してでフィ
レ等へ一次加工
・定塩切り身等の二
次加工品の開発

・千葉県や首都圏で
の販路開拓
・(株)西川の物流シ
ステムを活用した配
送

早期水揚げが可能な養殖銀鮭の生産と流通形態の構築
及び加工品開発による千葉県産銀鮭ブランド化事業

生産 加工 販売

鋸南町勝山JF
（漁業協同組合）

【千葉県安房郡鋸南町】 【千葉県勝浦市】

農林漁業者 中小企業者

(株)西川
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○ 中小企業庁の農商工連携促進事業において、農林漁業者と中小企業者が各々のニーズ・シーズを把握し、課題の解決
を図ることができるよう、事業者のマッチングを支援。

○ マッチングを図ることができた事例等の情報共有を図るため、６次産業化・農商工連携に関するフォーラムを全国9ヶ所で
開催。

21 農林漁業者と中小企業者のマッチング促進の取組
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（１）開催日時及び場所：

（２）参加者・規模：
地域の農林漁業者やその団体、食品製造・流通事業者、その他６次産業化・農商工連携に関心ある中小企
業者やその団体等、地方公共団体、関係支援機関、金融機関等を対象に１５０～２００名程度。

（３）プログラム：
●成功事例の紹介、農林漁業者や中小企業者によるパネルディスカッション
●マッチングイベントの開催 等

全国 2/21（水） 13:00～17:30 東京／ザ・グランドホール
北海道 1/31（水） 9:30～12:30 札幌／ホテルロイトン札幌
東北 12/4 （月） 13:30-17:00 仙台／イベントホール松栄
関東 11/29（水）13:30-17:00 東京／ジェイアール東日本企画 大会議室

中部 12/13（水) 13:30-17:00 名古屋／名古屋銀行協会
近畿 11/25（土）14:00-17:30 大阪／大阪第一生命ビル
中国 1/16（火） 13:30‐17:00 広島／いいオフィス広島
四国 1/15（月） 14:00‐17:00 松山／松山全日空ホテル
九州 11/8（水） 13:00-16:30 熊本／熊本産業展示場


	６次産業化・農商工連携の現状と課題
	６次産業化について
	　1　６次産業化の目指すところ（目標）
	　2　旧来の農林水産物の流通モデル
	　３　６次産業化の理念型
	　4　農林漁業の６次産業化とは
	　　5　六次産業化・地産地消法の概要（６次産業化関係）�　　　　　　　　（法律の公布日：平成22年12月3日、施行日：平成23年３月１日）
	 　6　総合化事業計画の認定状況    　　　　　 （平成29年12月28日現在）
	　　7　六次産業化・地産地消法の認定総合化事業計画の進捗状況 
	８　過疎地域における６次産業化の取組事例①
	９　過疎地域における６次産業化の取組事例②
	　10　６次産業化に取り組むに当たっての課題
	　　11　６次産業化に関する今日的課題
	　12　６次産業化支援のための予算措置�　　　①　食料産業・６次産業化交付金　【平成30年度予算概算決定額　1,678百万円の内数】
	②　６次産業化サポート事業　　　　　　　　　【平成30年度予算概算決定額　753百万円の内数】
	13　６次産業化プランナーの活動状況
	　14　株式会社農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）による支援　　　　　　　　　　
	15　新たな支援ツールとしての「出資」
	　16　サブファンド設立状況
	　17　出資案件の地域別出資決定状況
	農商工連携について
	18　農商工等連携促進法の概要�　　　　　　　　　　　　　　（法律の公布日：平成20年５月23日、施行日：平成20年７月21日）
	19　農商工連携の取組状況
	20  過疎地域における農商工連携の事例　
	21　農林漁業者と中小企業者のマッチング促進の取組

